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法 令 名  学校教育法 法 令 の 番 号  昭和２２年法律第２６号 

許認可等の種類   私立学校等の廃止認可及び設置者変更認可 根 拠 条 項   第４条、第１３０条、第１３４条 
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私立の小学校、中学校、高等学校、幼稚園、専修学校及び各種学校（以下「学校等」という。）の廃止及び設置者変更の認可については、法令に
定めるもののほか、この審査基準の定めるところによる。 

 
第１ 学校等の廃止 

学校等の廃止認可に関する審査に当たっては、学校教育法施行規則第１５条に基づき提出された書類について、その内容が適正なものとなっ
ているかを十分調査するとともに、学校教育への影響等の観点から総合的に判断する。 

 
第２ 学校等の設置者変更 

学校等の設置者変更認可に関する審査に当たっては、学校教育法施行規則第１４条に基づき提出された書類について、その内容が適正なもの
となっているかを十分調査するとともに、設置者の変更が学校運営の健全性、教育条件の維持向上、その他学校の健全な発達に資するものであ
るかどうかの観点から総合的に判断する。 
なお、設置者変更後の学校等の立地条件、施設設備等についての審査の基準は、校種ごとの設置認可の審査基準を準用する。 
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